



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































予算額 決算額 構成比 予算額 決算額 構成比
議会費 436,177 423,513 0.8 432,988 415,786 0.8
総務費 10,255,325 7,221,848 14.1 7,299,309 7,024,418 13.6
民生費 12,775,112 12,344,603 24.2 12,548,283 12,206,288 23.6
衛生費 5,015,933 4,949,550 9.7 4,724,606 4,682,570 9.1
労働費 785,573 783,123 1.5 872,932 871,563 1.7
農林水産業費 1,748,225 1,673,388 3.3 1,471,987 1,436,238 2.8
商工費 2,645,500 2,607,192 5.1 2,429,612 2,414,016 4.7
土木費 9,137,957 8,159,158 15.9 9,572,307 9,377,075 18.1
消防費 1,844,615 1,820,625 3.6 1,912,968 1,898,595 3.7
教育費 5,939,238 5,642,899 11.0 5,980,260 5,857,338 11.3
災害復旧費 5 0 0.0 5 0 0.0
公債費 5,713,530 5,529,013 10.8 5,559,929 5,481,534 10.6
諸支出金 2 0 0.0 2 0 0.0
予備費 23,000 0 0.0 28,225 0 0.0
計 56,320,192 51,154,912 100.0 52,833,413 51,665,421 100.0
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との市財政への寄与は、0.028％ということ
になる。そうすると、たとえば4名削減した
場合には0.1％、10名削減しても0.28％にし
かならない。
　結局、議会費は、小山市の財政規模に対し
て大変少額でしかないため、議員定数削減が
もたらす財政的な効果は、税収入の景気動向
によるブレや、地方交付税制度のブレよりも
遙かに小さいものであり、市の財政に対して
の効果はゼロに等しいことがわかる。
　議員数が十分確保されて議会が活性化する
ことと、定数削減で市財政に寄与するという
ことを利益衡量の対象とすること自体が、理
念的に議論すべき事柄なのか問題があるが、
仮に比較衡量を試みたとしても、定数削減で
失われる住民自治の価値および民主主義実現
の機会の価値の方が、それによって現状の報
酬実態等の中で挙げうる財政的なメリットよ
りはるかに大きいことはまちがいないので、
定数削減をする根拠として財政的理由を挙げ
るのはいささか無理がある。
　結論として、市財政のために削減する必要
があるという考え方は、事実を見る限りさし
たる合理性はない。
（４）定数削減論の由来
　過去に、国会の両院では、定数削減の議論
がたびたび生じた。最初の頃は、戦後長く採
用してきた衆議院中選挙区制で、過疎過密現
象とともに、人口の変化に伴う定数格差訴訟
に対応するため、衆議院において格差のある
選挙区定数を是正する方法として、その格差
で不利益を被る選挙区のみ増員をもって弥縫
的な対応をしたことがそもそもの発端だと考
えられる。弥縫的に増員で対処すると、次第
に総定数が増えることになる。しかし、それ
では人口減少を続ける過疎地選挙区はやがて
極端に有権者の「一票の価値」の重みが突出
することとなってしまい、これも削減せざる
をえなくなってきた。そのため、選挙区民と
議員とに痛みを伴う突出選挙区の定数削減を
しろという声に最終的には屈することとなっ
たのである。削減により議員に痛みがあれば
政治改革になっているのだという、短絡的な
受け止め方はこの経緯から生じたものであ
る。
　その後、平成6年に成立した政治改革関連
法では、衆議院に小選挙区比例代表並立制を
導入したが、折からの「行政改革の痛みを議
会も分かち合うべき」だからと称して、衆参
ともに定数を削減していった。なぜ削減する
のかはだれにも明確には説明できなかったと
思われるが、単に政治改革らしきことを各党
が身を切ってしている、という姿勢を国民に
対して示すことで、その党が他党より熱心に
改革していると、アピールしたのだといえ
る。
　他党は8名減らすといっているから我が
党は思い切って10名減らす案を出すという、
バーゲンセールと見まごう、醜悪な削減数を
競い合ったのである。論理ではなく情緒に訴
える政策であったが、それは、日本の国政を
豊かにしたとはいえない。
　国政での政治改革は、二大政党体制に日本
の体制を組み替える目的をもっていたが、そ
の中核を担うのが小選挙区制の導入であっ
た。
　与党としては、衆議院の比例代表定数を減
らし最終的に純粋小選挙区制に近づけたかっ
たのだが、衆院の比例代表議員は抵抗できな
かったものの、参議院の場合は、職能代表的
性質が強い全国区からの伝統を継承した政治
的に強力な比例区議員からの反発が強く、そ
の結果都道府県選挙区部分もともに減らした
のである。参議院の場合、この定数削減の結
果、栃木県選挙区は、選挙区人口は増加して
いるにも拘わらず、従来の定数4から定数
2（3年ごと改選定数１）に転落することと
なって、栃木県民は、参議院における代表を
半減され、その実態は少数者の代表を出せな
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い小選挙区型になってしまった。定数を安直
に削減すると、代表の本質的性質が侵される
のである。
（５）諸外国の市議会定数の状況
　諸外国の自治体議会の定数を分析する。
①フランス
　フランスは、日本と類似しており、人口規
模等に応じて定められる。市町村（コミュー
ン）の定数は、「人口100人未満で９議席」か
ら「30万人以上で69議席」とされ、大都市は、
さらに多い。ちなみに、人口14万のル・マン
市をみてみると、2008年に選挙された議会の
議員数は55名であった。
②ドイツ
　ドイツのニーダーザクセン州の市町村（ゲ
マインデ）では、人口に応じて6名から66
名であるという。また、ライン川沿いの古
都、人口16万程度のマインツ市（ラインラン
ト・プファルツ邦にある独立市）についてみ
ると、地方政府規則により、人口15万以上な
ので、2004年選挙での議員定数は60名であっ
た13。ドイツの都市自治体は、自治権がきわ
めて強いので、これらの議員の活動に対する
住民の評価は高いと考えられる。
③イギリス
　イギリスは、サッチャー首相当時の地方改
革で自治体は大きく攻撃され、統合が繰り返
された、現在の自治体の人口は、世界的にみ
て突出して多くなっている。連合王国を構成
するイングランド、スコットランド、ウェー
ルズ、北アイルランドの四つの地域全域で、
県などを含め、469の自治体に22,911名の議
員がおり、平均すると１自治体の議員数は49
名となる。たとえば、大学町として有名なケ
ンブリッジ市は、2001年調査での人口は約11
万人であり、現在の議員数は42名（選挙区は
14）である14。
④アメリカ合衆国
　アメリカでは、自治体は住民による自由
な設立行為に由来するものだが、人口2,500
人以上の自治体において、１自治体の平均議
員数は6名である。10万人から25万人規模の
自治体での議員数平均は７名である。大都市
でも、ロサンゼルスで15人だが、シカゴは50
人である。日本で議員数削減を主張する人々
は、このアメリカの状況を念頭に置くものが
多いようであるが、世界的にはこれは極端に
少なく、また、議会の能力に対する住民や識
者からの評価は、芳しいものではないようで
ある15。
　ただ、アメリカでは日本よりはるかに議員
数が少ないから日本でも削減すべきだという
主張がしばしば見られる。それは、つまると
ころ、日本人が、アメリカに留学等の機会に
得たその見聞を以て、世界標準を知らずに発
言したに過ぎないようにみえなくもない。実
際には、日本が長い時間を掛け発達させてき
た地方自治制度は、比較論的にみたとき、不
合理で救いようのない仕組みなどでは断じて
ない。
　ちなみに、議会基本条例に掲げられる多く
の条項にも、アメリカの自治体議会改革の運
動に倣ったものが多いようにみえる。
⑤スイス連邦
　世界でもっとも優秀な自治が確立している
と思われるスイス連邦の場合、ジュネーブ州
では、州の市町村行政法により、市町村（ゲ
マインデ・コミューン）の議会議員定数は、
人口段階に応じて、人口600以下の９人から
人口30,000以上の37人と定められている。（日
本でも上限定数制を導入する以前は人口段階
　　　　　　　　　　　　　　　
13　マインツ市の公式サイトhttp://www.mainz.de/WGAPublisher/online/html/default/hthn-5vnkd5.en.htmlによる。
14　ケンブリッジ市公式サイトによる。http://www.cambridge.gov.uk/ccm/navigation/about-the-council/councillors/
15　小滝敏之（千葉経済大学学長）「アメリカの地方議会」、比較地方自治研究会『欧米における地方議会の制度と運用』自治
体国際化協会、平成17年、72-75p。
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別定数であった。）ただし、同州としては突
出した大都市（人口18万人）であるジュネー
ブ市については80人とされている。ジュネー
ブ州にはジュネーブ市の他にめぼしい都市
はなく、人口3万台以下であるから、人口16
万規模の小山市程度の市があれば、このジュ
ネーブ市に匹敵する議員数が与えられること
になると考えられる16。
まとめ
　このように諸外国の状況を比較してみた結
果としていえることは、世界的にみて、自治
体議会の議員数は、どの地域においても、人
口におおむね比例して設定されており、その
数も大体同じくらいである。アメリカだけが
例外的に少なく、かつ評判もあまりよいもの
ではない。日本の市町村の議会の議員数は、
世界的な議員数の平均よりかなり少なくされ
つつあることが分かる。
　したがって、現在の小山市の人口16万人に
議員の定数30名としているのは、住民代表の
数を確保し、活性化した議会が市政をリード
していくに当たって、多すぎるとは言えない
ことが分かる。
　議会における議員の定数は、自治体が民主
主義を実現する上で必要な数を保障すべきで
あり、議員は、住民の代表として選出され、
市の重要な意思決定を行い、市政全体を常時
監視する役割を負っているものである。それ
ゆえに、定数が多いほど住民は自らの意思を
よりよく体現する議員（代表）を出しやすく
なる。議会内の意見の多様性と集約の可能性
とのバランスの上に、議員定数は決められて
きたといってよいが、それは、議会運営の効
率化を第一義とすることを意味するものでは
ない。
　また、議員定数に関しては、もともと、無
給か、低い手当程度の支給が世界的な通念な
のだから、自治体側の財政的な負担の軽減な
どは、そもそも考慮されるべき要素とはいえ
ないわけである。
資料７　小山市議会改革推進協議会
答申
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成22年12月20日
小山市議会議長　石渡　丈夫 様
小山市議会改革推進協議会
会長　塚原　一男
議会改革について（答申）
　平成22年5月6日付諮問のありました議会
改革についてのうち、12月までに答申すると
した下記の件について､結論を得たので答申
します。
記
はじめに
　議員の定数や報酬については、国・地方と
も財政難に直面するなか、住民からそれらの
削減などを訴えているという状況も現実であ
ります。
　そして、各市議会は、市の行財政改革に合
わせて精力的に自己改革に取り組んでいると
ころも少なくありません。
　ところで、地方議会の役割として、政策提
案・監視機能を十分に果たすためには、相応
の議員定数と報酬が不可欠であると思慮いた
しますが、分権時代に入り議会における条例
制定権が拡大したものの、議員提案の政策的
条例制定件数は微増でしかないのも現実であ
ります。
　従いまして、議会において単に議員定数を
減らし、さらに報酬を減らしているのみでは
議会改革とはならず、「削減ありき」だけで
　　　　　　　　　　　　　　　
16　自治体国際化協会「スイスの地方自治」（2006）
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は議会制民主主義の成熟には繋がらないとい
うことも、指摘されているところでありま
す。
　このような状況から当協議会では、分権時
代における議会のあり方として、住民自治の
拡充を目的に、議会主導により市民・議会・
行政の役割と責務などを明記した議会基本条
例の制定により、市民と議会の関係を再構築
する必要があると判断し、議長に小山市議会
基本条例制定の追加諮問を要請したところで
あります。そして、議長の追加諮問を受け、
議会基本条例制定の検討と合わせ「議員定数
の削減について」検討・協議を行ったところ
です。
　議会における議員の定数は、地方議会が民
主主義を実現する上で必要な数を保障するべ
きであり、議員は住民の代表として選出さ
れ、市の重要な意思決定を行い、市政全体を
常時監視する役割を負っているものでありま
す。
　そして、議会内の意見の多様性と集約の可
能性とのバランスの上に、議員定数は決めら
れてきたといってもよいが、それは議会運営
の効率化を第一義とするものではなく、自治
体側の財政的な負担の軽減などの理由によ
り、議員定数の削減を考えるべきではないと
の意見もあったところであります。
　一方では、議員定数に関する考え方は理解
できるものの、議員の定数問題については、
全国及び県内他市議会、近隣市議会における
削減の現状及び動向、歳出削減の必要性など
から、これらに応えていくのが今の議会のあ
るべき姿であるとして、議員定数の削減は必
要であるとの意見もあり、統一した結論には
至りませんでした。
　このような中で、当協議会としては、議会
本来の住民自治の価値及び議会制民主主義の
成熟を図ることが重要であり、議員定数削減
による財政負担の軽減を図るのではなく議員
の定員を削減せず現状の定数を維持するこ
ととしました。そして、議員報酬等の削減
により財政負担の軽減を図るとして、平成23
年4月から2ヵ年間、議員報酬を現行報酬か
ら5％削減、また政務調査費の交付額を年額
50万円とすることを決定したところでありま
す。
　なお、議員定数のあり方等については、今
後、議会基本条例制定後において、行財政改
革の視点だけでなく、市政の現状や課題、将
来の予測と展望を考慮しつつ、市民等の意見
なども聴取しながら検証・検討していくこと
としたところであります。
　以上､検討の経過及び当協議会での意見等
を述べ､報告とするものですが､その結果につ
いては下記のとおりであります。
１．議員定数の削減について
　　現行議員定数を維持する。
2．政務調査費について
　ア．政務調査費64万円の条例化について
　現行の政務調査費は､年額80万円を､年額
64万円として2年間の経過措置として減額
したものであり､これらを踏まえて平成23
年度から2年間を50万円とするよう改正す
るものです。
　イ．使途基準の見直しについて
　現行の使途基準及び支出参考基準の見直
しを図ることとし､具体的見直しについて
は、当協議会理事会において、引き続き検
討を行う。
3．小山市議会基本条例の制定について
　引き続き作業部会にて取りまとめを行
い、平成23年度施行を目指す。
4．その他
　議員報酬の減額及び政務調査費の減額に
伴う、小山市議会の議員の議員報酬及び費
用弁償等に関する条例の一部改正及び小山
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市議会政務調査費の交付に関する条例の
一部改正については､所要の手続きを進め、
今12月議会に議員提案として改正条例を
上程する予定。
資料８　議員報酬、政務調査費等に
関する条例提案理由説明等
○18番　塚原一男議員　ただいま上程になり
ました議員提出議案第10号の提案理由につき
ましてご説明申し上げます。
　上程されました議案は、小山市議会の議員
の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び
小山市議会政務調査費の交付に関する条例の
一部を改正する条例についてであります。ご
案内のとおり、長引く不況と円高が相まって
雇用や中小企業を初め、市民生活が厳しい状
況にある中、本市においても行財政改革を積
極的に推進しているところであります。
　そのような状況から、本市議会議員みずか
らも率先して財政的負担の軽減を図り、市政
の発展に寄与するものであるとして、平成23
年4月から2年間現行の議員報酬を5％削減
するとし、さらに政務調査費につきましても
平成21年3月議会提案において、条例上年額
80万円のところ20％削減を実施し、現在64万
円としておりますが、これを50万円に引き下
げるものであります。
　なお、この条例改正は平成23年4月１日か
ら施行するものであります。
　以上、議員各位のご賛同をいただき、ご決
定いただきますようお願い申し上げ、簡単で
はございますが、提案理由の説明とさせてい
ただきます。よろしくお願いします。
○石渡丈夫議長　お諮りいたします。
　本件につきましては、全議員の賛同を得
ておりますので、質疑等は省略させていた
だきたいと思います。
　お諮りいたします。本議案に対し、委員
会付託及び討論を省略し、直ちに採決した
いと思いますが、これにご異議ありません
か。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○石渡丈夫議長　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決いたします。
　議第10号については、原案のとおり決す
ることにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○石渡丈夫議長　ご異議なしと認めます。
　よって、議第10号は原案のとおり可決さ
れました。
（平成22年12月24日小山市議会本会議録）
資料９　議員報酬、政務調査費等に
関する条例（案）
議第10号
平成22年12月24日
小山市議会
　議長　石渡　丈夫 殿
提出者　小山市議会議員　塚原　一男
賛成者　小山市議会議員　中屋　　大
　　小山市議会議員　福田　洋一
　　　　　〃　　　　五十畑一幸
　　　　　〃　　　　大橋　一巳
　　　　　〃　　　　白石　資隆
　　　　　〃　　　　大出　ハマ
　　　　　〃　　　　浅野　和朋
　　　　　〃　　　　安藤　良子
　　　　　〃　　　　岸　　興平
　　　　　〃　　　　岩崎　　昇
　　　　　〃　　　　小林　敬治
　　　　　〃　　　　山野井　孝
　　　　　〃　　　　荒川美代子
　　　　　〃　　　　小川　　昇
　　　　　〃　　　　関　　良平　　　
− 68 −
市村　充章
　　　　　〃　　　　青木美智子
　　　　　〃　　　　鈴木　清三
　　　　　〃　　　　石川　正雄
　　　　　〃　　　　生井　貞夫
　　　　　〃　　　　塚原　俊夫
　　　　　〃　　　　野村　広元　
　　　　　〃　　　　角田　良博
　　　　　〃　　　　石島　政己
　　　　　〃　　　　大山　典男
　　　　　〃　　　　山口　忠保
　　　　　〃　　　　本橋徳太郎
　　　　　〃　　　　手塚　茂利　
　　　　　〃　　　　松島　不三
小山市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等
に関する条例及び小山市議会政務調査費の交
付に関する条例の一部を改正する条例の提出
について
　上記の議案を別紙のとおり、地方自治法第
112条及び小山市議全会議規則第14条の規定
により提出します。
　小山市議会の議員の議員報酬及び費用弁償
等に関する条例及び小山市議会政務調査費の
交付に関する条例の一部を改正する条例
　（小山市議会の議員の議員報酬及び費用弁
償等に関する条例の一部改正）
第１条　小山市議会の議員の議員報酬及び費
用弁償等に関する条例昭和31年条例第19号）
の一部を次のように改正する。
　　附則に次の１項を加える。
5　第１条の規定にかかわらず、平成23年
4月日から平成25年3月31日までの間の
議員報酬については、同条中「600,000円」
とあるのは「570,000円」と、「540,000円」
とあるのは「513,000円」と、「510,000円」
とあるのは「484,500円」とする。
　（小山市議会政務調査費の交付に関する条
例の一部改正）
第2条　小山市議会政務調査費の交付に関す
る条例（平成13年条例第１号）の一部を次の
ように改正する。
　附則第2項の見出し中「平成21年度及び平
成22年度」を「平成23年度分及び平成24年度
分」に改め、同項中「政務調査費の額は、平
成21年度及び平成22年度に限り、同項に規定
する額に100分の80を乗じて得た額とする。」
を「平成23年度分及び平成24年度分に係る政
務調査費の交付については、同項中「80万円」
とあるのは、「50万円」とする｡」に改める。
　　　附　則
　この条例は、平成23年4月１目から施行す
る。
　（提案理由）
　現在の厳しい社会経済情勢及び市の財政状
況に鑑み、小山市が進める行財政改革に呼応
し、小山市議会自らも率先して財政負担の軽
減を図り、もって市政発展に寄与するため本
条例を改正するものである。
資料1０　小山市議会改革推進協議会
　平成2３年2月2日答申
平成23年2月2日
小山市議会議長　石渡　丈夫 様
小山市議会改革推進協議会
会　長　　塚原　一男
議会改革について（答申）
　平成22年5月6日付で諮問のありました議
会改革についてのうち、一般質問並びに予算
及び決算審査については、下記のとおり結論
を得たので答申します。
記
１　一般質問について
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（1）代表質問は、１定例会に会派所属議
員3人当たり１人の割合でできることと
し、端数が生ずる場合は、年間トータル
で調整できることとする。
（2）代表質問を行う者を除き、議員は
定例会ごとに個人質問ができることとす
る。
（3）同一会派の議員ができる関連質問に
ついても、事前通告制とする。
（4）同一質問3回までの制限は、廃止す
る。
（5）代表質問は、質問時間30分、答弁を
含め60分とする。
（6）個人質問は、質問時間20分、答弁を
含め40分とする。
（7）対面式の導入及び上記事項の実施時
期については、改選後に決定することと
する。
2　予算審査について
（1）「予算審査特別委員会」を設置する。
（2）同委員会は、総務常任委員会委員全
員と、他の常任委員会から推薦された者
各2名で構成する。
（3）本年2月議会から、試行として実施
する。
3　決算審査について
（1）改選後に検討することとする。
（2）附帯意見として、「決算審査特別委
員会」を設置することとし、９月議会に
上程、閉会中に審査、12月議会で認定と
することとする。
4　その他
　その他詳細については、改選後に再度検
討していくこととする。
　なお、諮問事項のうち、議会基本条例の制
定につきましては、現在、作業部会にて検討
をしており、本年度中に条例素案を完成させ
るとしております。
　また、政務調査費の支出基準については、
理事会にて見直しを検討することとなってお
ります。
資料11　最終的な小山市議会基本条
例案（素案）一般的解説付き
小山市議会基本条例案（素案）
目次
第１章　総則（第１条−第3条）
第2章　議会の基本的組織（第4条−第6
　　　条）
第3章　議会及び委員会の運営の原則（第
　　　７条−第１0条）
第4章　市民と議会の関係（第１１条−第
　　　１4条）
第5章　市長等執行機関と議会及び議員の
　　　関係（第１5条−第20条）
第6章　議員の責務と活動（第2１条−第
　　　2７条）
第７章　議会の補助的機構（第28条−第
　　　2９条）
第8章　議会改革（第30条）
第９章　最高規範性及び見直し手続き（第
　　　3１条・第32条）
附則
第1章　総則
　（目的）
第１条　本条例は、小山市議会（以下、
「議会」という。）の組織及び運営並びに
議員に関する基本的事項について定め、
もって、議会が、二元代表制の下で議会
に与えられた責務を全うし、住民の代表
としての役割をより一層適切に果たすこ
とを目的とする。
【解説】　第1条は、本条例の趣旨と目的を定める
ものです。この条例は、議会の組織と運営の全
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般についての基本的事項、及び議員のあり方に
ついての基本的事項を定めます。小山市は市議
会及び議員に関してさまざまな条例や規則を定
めており、また、これからも定めていくことに
なるが、それらを含めて、小山市が定める権限
のある小山市議会に関わるすべての事項につい
ての基本法規となります。このような基本法規
を定めることにより、市議会及び議員の組織及
び運営は、この基本条例に即して行われること
になります。
　（議会の役割）
第2条　議会は、市民の代表機関として市
民の意思を市政に反映させ、条例の制定、
予算の議決、その他の重要事項について
市の意思決定を行うとともに、行政が適
切に執行されていることを常に監視し、
同時に自らも不断の努力によって議会の
活性化に努め、もって市勢の発展と市民
の福祉向上を実現するよう努めなければ
ならない。
【解説】本条は、小山市議会の基本的な役割が何
かを定めています。憲法と国の法律である地方
自治法には、基礎自治体である市町村の議会の
役割は明らかにされていません。それは、国の
意思がどうであれ市町村の住民達の合議体とし
ての議会は存在してきたし、これからも存在す
るのですから、国が役割を勝手に定めても意味
がないからです。しかし、当事者である小山市
にとっては、市議会の役割を明確にしなければ、
その組織をどう作り、どう行動するのが正しい
のかの判断基準が定まりませんから、その役割
の基準を定めるのです。
　　ここでは、議会というものは、市民が市民か
ら選んだ代表者によって構成される市民の代表
機関であり、市民の意思を市政に反映させるこ
とがその本質的な役割であり、そのために、条
例の制定、予算の議決、その他の重要事項につ
いて、小山市の意思決定を行うものであること
を定めています。そして、もう一つの大きな役
割として、二元代表制における権力分立の効果
を発揮するために、市長、各種の委員会などの
行政活動が適切に行われているかを常時監視す
ることを規定しています。
　　ただし、市議会の活動が、その役割を忘れ、
市民の良識から乖離したり、市民への説明を
怠ったりすることがないように、議会自身もま
た、普段の努力を怠らず活性化を図っていくこ
とを定めています。
　（議会の議決事件）
第3条　議会の議決事件は、地方自治法（以
下、「法」という。）第96条第1項に掲げ
る１5項目の列挙事項の他、同条第2項
の追加議決事件として、別に条例で定め
るところにより、市政上の重要事件であ
る総合計画その他の重要事項を含めるも
のとする。
【解説】　議会の主な活動は、小山市の意思を決定
することです。それは基本的に議論をして本会
議で議決をするという形で行われます。議決事
件というのは、議会が議決することで市の意思
を決定する権限がある事項のことです。議決事
件は、住民自治の観点からは本来広範に議会に
あるはずですが、地方自治法はその第96条の1
項で議決事件を15事項に限定しています。それ
以外の事項はすべて執行機関である長、または
教育委員会などの委員会に属することになりま
す。議会の議決事件をなるべく限定してしまお
うという考え方は、中央集権的だった明治時代
の市制町村制の名残で、戦後の民主的な市町村
の自治にとっては問題があるものだったので、
批判がありました。
　　これを改善するために、平成12年の地方分権
一括法では、同条第2項を改正し、国が市町村
に権力的な関与をしない分野（自治事務）につ
いては、その市町村の条例で定めれば、執行機
関の判断に任せることなく、議会が自ら議決（意
思決定）することができるようになりました。
これは、市の中での議会の権限の範囲が大きく
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変わる事柄ですから、当然、その基本規定をこ
の基本条例に定めるのです。
　　それゆえに、ここでは、本来、市として、市
民にとって重大な影響がある重要な意思決定事
項、多くの自治体では総合計画などを定めてい
ます。総合計画などをここに加えるのは、それ
らが、決定されてしまえば、市民の財産、生活、
安全などあらゆる事項に関して、将来にわたり
重大な影響を与えるものだから、執行機関の判
断に委ねるのでなく、住民の代表で構成する議
会でしっかり議論し、その合意をもって決定し
なければ、市民に対して責任を果たすことにな
らないからです。それらをここに含ませるため
に地方自治法が改正されたのですから、どのよ
うな内容を議決事件に加えるか、基本的な方向
性はあきらかにしておく必要があります。
第2章　議会の基本的組織
　（議会の議員定数に関する基本原則）
第4条　議会の議員定数は、民主主義にお
いて重要な要素であることにかんがみ、
市民の意見が市政に充分反映され、住民
自治が実現できるようにする観点から、
市民代表の数を確保しなければならない
ものとする。
2　議会は議員定数の改定にあたっては、
十分な審議時間を確保し、少数者の質疑
討論の時間を充分確保するとともに、行
政改革の視点だけではなく、市政の現状、
将来の評価等に関して市民の意見を聴取
し検討しなければならない。
3　その他議会の議員定数については、別
に条例で定める。
【解説】　本条は、市議会の議員定数の基本的な意
義と、定数を変える際に必要な手続き過程につ
いて基本的事項を定めます。議会の議員定数と
はなにかがはっきりしなければ、何人いればい
いのかが明確になりません。明確でないなら、
削減すべきか、増やすべきか、そのままでいい
のかはいえないのです。
　　日本では江戸時代以前から現在にいたるま
で、自治体の本当の意思決定は常に合議で、し
かも多数決という大原則を守って行われてきま
した。合議が一番民主的であり、自治体の全構
成員が納得できる結論になるからです。現在の
地方自治では、住民は住民の中から選んだ議員
によってその意思を議会に伝えるという、間接
民主主義という方法が採られています。議員の
意思は住民の意思であるはずですから、議員数
が多いほど、議会での意見は住民の意見に近い
姿になります。住民としては、同じ考えを持つ
人達が自分たちの代表を送り出せるようにする
ためには、定数は多い方がいいのです。10,000
票を集めなければ代表を送れないのと、1,000
票で送れるのとでは、議会の議論の内容のきめ
細かさ、住民の意思の伝わり方がまるで違って
きます。
　　議会とは、さまざまな意見を集約する場で
す。それはある地域からの訴えであったり、年
代、職業、社会活動などの何かの特性を持った
団体かもしれません。議員数が多ければ、それ
は実現でき、少なければ、より全体を考える議
員だけになってしまうために実現は困難になり
ます。
　　そこで、諸外国、特に日本が明治以来民主主
義と地方自治のモデルとしたドイツ、フランス、
イギリスなどでは、充分な議員定数を住民に保
障してきたのです。これらの国家の市町村では、
人口16万人もの大きな都市自治体であれば、議
員定数は30人を大きく超えるのが普通です。例
外は、５，６人程度でいいとするアメリカです
が、アメリカの地方議会は、あまり評判がよい
とはいえないようです。
　　日本でも、明治時代の市制町村制以来、ヨー
ロッパの自治体とほぼ同じ基準で議席数を保障
してきました。それは、人口を基準として行わ
れました。小山市の平成23年現在の議員定数は、
そこからさらに削減されたものです。これに対
して、バブル崩壊以後、企業のリストラが良い
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ことであるかのように評価され、行政改革とし
て公務員数削減が国の政策となり、国会議員の
政治腐敗が問題となったとき、国会の各政党は
政治改革という名で、国民と痛みを分かち合う
と称して国会議員の定数削減を競って打ち出し
ました。これが、定数は少ない方がいいという
主張の始まりです。しかし、定数を削減した中
でいわゆる選挙区間の格差是正を行ったため、
格差はむしろ拡大してしまい、最高裁が違憲判
決を出すきっかけになってしまいました。
　　議員定数削減は、よく、議員報酬などが減る
ために、自治体財政の危機的状況を救うという
理由で行われることがありますが、実際には、
自治体財政に占める割合はきわめて小さく、財
政的効果はほとんどないに等しいものです。議
員報酬は、定数問題とは性質の異なる問題です。
それより、市民が自分たちの本当の意思を議会
に伝えられる代表を持てるかどうかの方が本質
的に重要なことなのです。
　　第2項では、議会が議員定数の改定を検討す
るにあたって必要となる要件を定めています。
議員定数は、市民の代表としての議員の性質を
決めるものですから、十分な審議時間を確保し、
少数者の質疑討論の時間を充分確保しなければ
ならないのは当然のことです。国や多くの自治
体での定数削減論議は、正確な情報を市民が得
ることなく、政治的な勢いのままに、削減する
のが改革なのだという主張とともに、行われて
きました。しかし、議会というものは、市民が
市政に対して意見を述べ、市の意思を形成して
いくためのもっとも重要な場なのです。市民が
市長を選ぶ仕組みがある国もあればない国もあ
りますが、議会の議員を市民が選べない民主国
家などありません。自治体のもっとも重要な機
関は、執行機関ではなく議会なのです。
　　議員定数は、これを踏まえて慎重に議会にお
いて検討されるべきですが、さらに、市民の代
表である議員の数と性質に関わる問題ですか
ら、市民の意見を聴取し検討しなければならな
いこととしています。
　（委員会の設置）
第5条　議会は、円滑かつ効率的な議会運
営を推進するため、常任委員会、特別委
員会及び議会運営委員会を設置し、付託
された事件等について審査を行うものと
する。
2　委員会は、市政に関する政策立案及び
政策提言を積極的に行い、閉会中もその
専門性と特性を活かした活動を積極的に
行わなければならない。
3　委員会について必要な事項は、別に条
例で定める。
【解説】　本条は、議会の議会内での活動を議員達
が分担して行う内部機関について定めるもので
す。地方自治法は、市町村の自治を尊重し、市
町村議会の中に置かれる委員会について、第
109条第1項で「条例で常任委員会を置くこと
ができる」、第110条第1項で「条例で特別委員
会を置くことができる」、109条の2第1項で「条
例で議会運営委員会を置くことができる」と定
めています。常任委員会は、議会の議決権限に
ついて所掌分野ごとに分担して詳細に審査する
場で、すべての議員はいずれかの常任委員会の
委員となります。特別委員会は、なにか特定の
問題（附議事件）を審査するために置かれる委
員会です。議員運営委員会は、議会の運営に関
する事項、議会の会議規則、委員会に関する条
例等に関する事項、議長の諮問に関する事項に
関する調査などを行います。いずれも、国の法
では、設置するかどうかは市町村の条例を定め
るか否かの任意の機関となっていますが、市議
会が充分に活動するためには必要なものです。
本条例は、議会に関する基本条例として、それ
らのすべての委員会を設置することを定めま
す。
　　第2項は、委員会は、政策立案、提言を積極
的に行うこと、閉会中もその活動を積極的に続
けることを定めます。日本の地方議会は、明治
以来の地方自治のしくみの中で、従来、政策の
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立案、提言について、執行機関に対してあまり
強い立場にあったとはいえませんでした。しか
し、市民が市民の中から代表として選んだ議員
で構成する機関なのですから、本来積極的に市
民の立場に立って市政のあり方を自ら形成して
いくべきなのです。この規定は、その議会の積
極的な姿勢を示すものです。
　　第3項は、各種の委員会の詳細については、
別に条例で定めることを定めます。
 （議員全員協議会の設置）
第6条　議会は、議案の審査又は市政に関
する重要な政策課題及び議会の運営に関
し協議又は調整を行う場として、議員全
員協議会を設ける。
2　全員協議会は、議長が招集し、運営そ
の他必要な事項は、議長が別に定める。
【解説】　本条は、議員全員協議会を設置すること
及びその役割について定めるものです。議員全
員協議会は、議員全員が集まって議案の審査又
は市政に関する重要な政策課題及び議会の運営
に関し協議又は調整を行う場です。
　　議員全員が会議をする場として、本来本会議
がありますが、本会議は、議決事件を議論する
場です。ところが地方自治法第96条第1項のた
めに制約を受けている議決事件以外にも、市に
とって重要な課題は沢山あります。このため、
議決事件以外で重要な事項に関して執行機関が
説明をし、非公式の了解を受ける場として、法
的根拠のない事実上のしくみとして全員協議会
が行われてきました。平成20年の地方自治法改
正により、第100条第12項では、議会は会議規
則の定めるところにより、議案の審査又議会の
運営に関し協議又は調整を行うための場を設け
ることができるとされ、全員協議会はその対象
となりました。議員全員協議会も、現在の地方
自治法の制度の中では、議会活動のために欠か
せない重要なものですから、ここに定めるのです。
第３章　議会及び委員会の運営の原則
　（審議及び審査の原則）
第７条　議会の定例会及び臨時会の会期の
設定並びに議会の審議及び委員会等の審
査に当たっては、民主的かつ積極的な議
会活動ができるよう充分な質疑時間を確
保しなければならない。
2　議会は、長等の執行機関の提出事案に
対する質疑を行うだけではなく、議員が
自ら案件を提案し、執行機関及び関係者
と議論することができる機会を設けるよ
う努めるものとする。
3　議会および委員会等では、議員相互の
自由討議の尊重に努めるものとする。
【解説】　第3章は、議会及び委員会の運営につい
ての原則を定めています。
　　本条第1項は、議会の定例会、臨時会の会期
の設定、議会の審議、委員会等の審査に当たり、
民主的かつ積極的な議会活動が実現できるよう
に、その質疑時間を充分に確保することを議会
に義務づけています。
　　第2項は、議会は、議会活動において、議員
が議案を提案し、執行機関及び関係者と議論で
きる機会を積極的に設ける努力を義務づけてい
ます。明治以来の地方自治制度において、市町
村議会が、執行機関からの提案の審議に終始し、
その圧倒的に多くの議案を原案通り可決してき
たことへの反省に立って、市政に取り組む姿勢
を抜本的に転換するための規定です。
　　第3項は、議会内での自由討議の尊重につい
て定めます。市町村議会は、第2項で触れたよ
うに、従来、執行機関から提案された案件の審
議・審査が活動の中心となっていました。しか
し、議会自身が政策を議論し、提言し、決定す
る場であるべきです。議会は、住民の代表者で
ある議員で構成する会議体として行動します。
そこでは、ただ数の論理だけで問答無用に押し
切るのではなく、各自が充分に意見を交わして
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結論をまとめていく熟成した民主主義でなけれ
ば、本当の意味での合議制とはいえません。そ
の意味で、議員相互の自由討議は、議会のもっ
ともあるべき姿といえますから、ここに、自由
討議を尊重することを定めています。
　（公開）
第8条　議会は、公平性、透明性を確保し
市民に開かれた議会を目指すため、本会
議のみならず、常任委員会及び特別委員
会の会議についても原則公開とし、市民
にその活動状況の情報提供に努めるもの
とする。
【解説】　市議会は、市民の代表機関として、市民
にその活動を積極的に公開し、どのような活動
を行っているか、市民に向けて説明しなければ
ならないことはいうまでもありません。
　　地方自治法は第115条第1項において、原則
として「議会の会議は公開とする」ことを定め
ています。この会議とは本会議を指し、委員会
はこの義務づけの対象には含まないと政府は解
してきました。しかし、委員会において議会の
実質的な議論がなされているのが現状なのです
から、委員会の審査について市民に対して公開
されないのはおかしいとして、この解釈は多く
の批判を受けてきました。そこで、本条では、
委員会の会議もすべて原則公開とすることを定
め、市民に本会議及び委員会における活動状況
の情報提供に努めることを、議会に義務づけて
います。
　（意見の聴取等）
第９条　常任委員会、特別委員会及び議会
運営委員会は、請願又は陳情について、
必要があると認めるとき、代表者から意
見を聴取するものとする。
2　常任委員会、特別委員会及び議会運営
委員会は、公聴会及び参考人の制度を活
用し、利害関係人の意見、専門的意見、
市民の意見を聞く機会を設けるものとす
る。
【解説】　本条は、市議会が、市民等からその意見
を積極的に聞き、議会活動に反映させるしくみを
定めています。議会にとっては、議員が選挙で選
ばれたときだけでなく、常に市民や市に関係があ
る人々から意見を聞く機会を設けることがその役
割を果たす上でよいと考えられるからです。
　　第1項は、市民その他市に関係のある人が事
実上行っている陳情、地方自治法第124条によって
議員の紹介により書面で行う請願について、委員
会は必要があると認めるときは、その代表者から
意見を聴取するものとすることを定めます。
　　第2項は、常任委員会及び特別委員会は、地
方自治法第109条からの三箇条で、予算その他重要
な議案、陳情等について、公聴会を開き、真に利
害関係を有する者又は学識経験を有する者等から
意見を聞くことができ、また、市の事務に関する
調査又は審査のために参考人の出頭を求め、その
意見を聞くことができます。本項は、小山市議会
の委員会は、この国が定めた制度を活用し、積極
的に市民の意見を聞く機会を設けることを定める
ものです。
　（調査）
第１0条　議会は、法第100条の2に規定
する議案の審査又は当該普通地方公共団体
の事務に関する調査のために必要な専門的
事項に係る調査を学識経験を有する者等に
させることができるとする権能を計画的に
活用するよう努めるものとする。
【解説】　本条は、地方自治法に追加された第100条
の2の規定を活用し、議会が、議案の審査又は
小山市の事務に関する調査のために、必要な専
門的事項に係る調査について、学識経験者等に
行わせることができるという規定を計画的に活
用するよう努めることを定めるものです。
　　従来は、このような学識経験者等に調査自体
を行わせることは、行政の分野に属すると考え
られ、地方自治法では議会の権限として認めら
れていませんでしたが、改正によって追加され
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ました。しかし、議会活動には、議案の審査や
執行機関の事務に関する調査をするに際して専
門的な知識が必要なものも多々あるわけですか
ら、議会がその審査又は調査を進めるためには、
そうした調査を専門知識のある者に委ねること
も必要なので、この規定を積極的に計画的に進
めることを定めます。
第４章　市民と議会の関係
　（市民参加及び市民との連携）
第１１条　議会は、常に市民の多様な意
見を反映させる運営に努めなければなら
ず、議会活動における市民参加の促進、
市民と連携した政策の立案、及び行政へ
の監視活動が実現できるように努めなけ
ればならない。
【解説】　第4章は、市民と議会の関係がどうある
べきか、そのしくみを定めます。
　　本条は、議会が、常に市民の多様な意見を反
映させる運営に努めなければならないものであ
るという根本の原則を明記し、そのためには、
議会活動における市民参加の促進、市民と連携
した政策の立案、及び行政への監視活動が実現
できるように努めなければならないという議会
の活動の諸原則を定めます。
　（議会報告会の開催）
第１2条　議会は、原則として全議員の出
席の下で、議会活動を市民に対し報告し
意見交換をするため、別に定めるところ
により、議会報告会を開催するものとする。
【解説】　本条は、議会が市民に対して議会報告会
を開催することを定めます。
　　議会には、民主主義の中の中心を占める住民
の代表機関である議会がどんな活動をしている
かについて、市民に説明する責務があると考え
られます。また、その活動に対して市民と議会
が意見交換をし、市民の意見を議員達が謙虚に
受け止め、市議会のあり方に反映させていくこ
とは、市民と議会の考え方を一体化し、市民の
代表機関としての議会の存在意義を高めること
になります。このため、原則として全議員が出
席して、市民に対して議会報告会を開催するの
です。
　（全議員の議決態様の公表）
第１3条　議会は、各議員が市民に対して
負っている議決に対する説明責任を果た
すため、会期ごとに、各議案に対する各
議員の議決態様について公表する。
【解説】　本条は、全議員について、その議決事件
についてどのような態度を採ったのかを公表す
るしくみを定めます。議員は、市民の代表とし
て議会で活動していますが、市民にとって議員
の活動を評価する上で重要な情報は、議決にお
ける賛否、棄権、欠席などの態度です。各議議
員は、これらの議決態様について、市民に対し、
なぜそのように行動したのかについて説明する
責任を負っていると考えられますが、基礎的で
客観的な賛否に関する情報は、議会が一括して
公表することを定めます。
　（議会広報活動）
第１4条　議会は、市民に市政と議会活動
について適切な情報を伝達するため、議
会広報活動の充実強化に努めなければな
らない。
2　議会は、広報公聴活動の充実強化を図
るため、議会広報委員会を設置するもの
とし、必要な事項は別に定める。
【解説】　本条は、議会が市民に向けて市政の状況
とその活動状況を積極的に伝えるための広報活動
を、充実強化していくよう努めることを定めます。
そのために、第2項において、議会広報委員会を
設置することを定めます。これは、地方自治法上
にいう常任委員会、特別委員会等とは権限の種類
の異なる市議会独自の組織なので、ここに定める
のです。
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第５章　市長等執行機関と議会及び
　議員の関係
　（緊張関係の保持）
第１5条　二元代表制の趣旨に照らし、議
員は、市長等の執行機関との質疑におい
ては常に緊張関係を保つように努めなけ
ればならない。
【解説】　第５章は、市議会が、市民の代表機関と
して、条例制定その他の重要な議決権限を有し、
二元代表制の下で、市長等の執行機関に対して
権力分立と抑制・均衡・監視の役割を担ってい
ることに鑑みて、執行機関と議会及び議員がど
のように行動すべきか、それをどのようなしく
みで実現するかを定めるものです。
　　本条では、二元代表制の下で、議員は、執行
機関との質疑において、常に緊張関係を保つよ
うに努めるべきことを定めます。明治時代の市
制町村制以来、市町村では執行機関と議会の議
員とは、しばしばなれ合い的ともみえる質疑答
弁が行われることがみられましたが、それでは、
本来の二元代表制の趣旨に反し、議会の活性化
の妨げになりかねません。議員は、長の行政に
対して、常に冷静に判断し、問題点を指摘し、
市政の改善を図っていく責務があります。本条
は、その執行機関への議員の姿勢のあり方を定
めるものです。
　（一問一答方式）
第１6条　議会における議員と執行機関と
の質疑応答は、論点及び争点を明確にす
るため、一問一答方式で行うことができ
るものとする。
【解説】　本条は、議会の質疑応答について、一問
一答形式を採用できることを定めるものです。
市町村議会では、従来、一人の議員は、すべて
の質問を一括して行い、答弁する執行機関側は、
これに対して一括して答えるだけでした。これ
では、質疑の往復ができず、通り一遍のものと
なり、執行機関に対して問題点を深く追及し、
また追及によって何らかの言質を引き出すとい
うようなことは困難です。一問一答方式にする
ことで、議員は執行機関側に対して様々な角度
から、充分な追及ができるようになります。
　（質問趣旨の確認）
第１７条　本会議及び委員会等の会議にお
いて、答弁者は、本会議にあっては議長、
委員会にあっては委員長の許可を得て、
論点整理をするために質問の趣旨を確認
することができるものとする。
【解説】　本条は、執行機関側に、許可を得て、論
点整理のために質問の趣旨を確認することを認
める規定です。この規定は、執行機関側の答弁
者が議員の理解のために的確な答弁をできるよ
うにするためのものであり、執行機関側に議員
に対して議案への議員の政治的態度を反論する
ものと解してはなりません。
　（文書による質問）
第１8条　議会及び議員は、会期中又は閉
会中にかかわらず、議長を経由して市長
等に対して文書により質問することがで
きる。この場合において、文書により回
答を求めるものとする。
【解説】　本条は、議員に、文書による質問権を認
めるものです。
　（議会への重要政策等の説明）
第１９条　議会は、市長が提案する条例案
その他の議決事件については、その背景、
他案との比較、総合計画上の位置づけ、
関係法規、財源措置、政策等の効果予測、
将来にわたるコスト計算など審議に必要
な資料を添付し、説明を行うよう求める
ものとする。
2　特に、市長が提出する条例案について
は、条例案関係資料として次のものを冊
子化し、配布するよう求めるものとする。
　⑴　条例案の提案理由説明
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　⑵　条例案
　⑶　条例案新旧対照条文
　⑷　条例案に関連する法規参照条文
　⑸　条例案施行に要する費用
3　議会は、市長が予算又は決算を議会に
提出し、議会の審議に付すに当たっては、
前項の規定に準じた分かりやすい施策別
又は事業別の説明資料を求めるものとす
る。
【解説】　本条は、議会が、市長が提案する条例案、
予算、決算等の議決事件について、議員が本会
議で審議し、及び委員会で審査する際に必要と
なる議決事件に関連する資料の提出を、議会が
市長に求めるものです。
　　市議会においては、議決案件の内容を理解し、
これを分析し、課題を発見し、質問その他の議
会での対応を考える上で、これらの資料は必要
不可欠のものです。同様の資料は、国会に対し
て内閣が調製して提出しています。
　（行政への監視）
第20条　議会は、市長等執行機関の行政
が適切に執行されていることを不断に調
査監視し、必要と認める場合には、遅滞
なくその是正のための措置を講じなけれ
ばならないものとする。
【解説】　本条は、二元代表制において、議会に課
されている重要な役割である行政への監視につ
いて、その基本原則を定めるものです。議会は、
執行機関の行政を不断に調査し、かつ監視し、
必要と認める場合には、議会は遅滞なく、条例
の制定改廃その他その是正のための措置を講じ
なければならないものとしています。
第６章　議員の責務と活動
　（議員の責務）
第2１条　議員は、市政の課題、市民の意
見の把握、関連する法制度及び財政等に
関し不断に研鑽に努め、市民の代表とし
ての責務を果たさなければならない。
2　議員は市民全体の代表者であり、地域
その他の一部の利益にとらわれず、市民
全体の福祉の向上を目指して活動をしな
ければならない。
【解説】　第６章は、議員の責務と活動について、
原則とこれを実現するしくみを規定していま
す。
　　本条は、議員の活動のあり方について、規範
を定めるものです。第1項は、議員が、市民の
代表としての責務を果たすため、市政の課題、
市民の意見の把握、関連する法制度及び財政等
に関し不断に研鑽に努めなければならないこと
を定めます。
　　第2項は、議員が、なにより市民全体の代表
者であることを示し、地域その他の一部の利益
にとらわれず、市民全体の福祉の向上を目指し
て活動をしなければならないという根本理念を
定めます。ただし、議員は多様な意見を議会で
戦わせ、全体として、市民が納得できるように
結論を得る場ですから、多様な意見があること
は必要なことです。
　（説明責任）
第22条　議員は、自らの議会活動につい
て、市民に対し説明責任を果たさなけれ
ばならない。
【解説】　本条は、議員が、市民から選ばれた代表
として、広く、自らの議会活動について、市民
への説明責任を果たす義務があることを定めて
います。
　（議員の政治倫理）
第23条　議員は、政治倫理を遵守しなけ
ればならず、政治倫理に反する事実があ
るとの疑惑を持たれるときは、別に条例
で定めるところにより、自ら積極的に疑
惑を解明し、市民に対しその責任を明ら
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かにしなければならない。
【解説】　本条は、議員の政治倫理責任について定
めるものです。政治倫理に反する事実があると
いう疑惑を持たれたとき、議員はみずから積極
的に疑惑について解明し、市民に説明し、責任
を明確に示さなければなりません。その具体的
な要件やしくみについては、別に条例で定める
ものとしています。
　（会派）
第24条　議員は、議会活動を行う団体と
して、政策を中心とした同一の理念を共
有する議員をもって、会派を結成するこ
とができる。
【解説】　本条は、会派についての位置づけを定め
ます。
　　会派とは、議会内で議員達が議会活動を行う
ために、事実上の団体として、政策を中心とし
た同一の理念を共有する議員をもって、会派を
結成しています。ただし、あくまで、事実上の
団体でしかありません。
　（政務調査費）
第25条　議員の市政に関する調査研究に
資するため、法第100条第14項に規定す
る政務調査費を支給する。
2　政務調査費は、議員の調査研究に要す
る経費の一部に充てるために必要な金額
を基準として、市の財政状況を勘案して
決定されなければならない。
3　政務調査費は、使途基準に従い、制度
目的に即した議員の調査活動のため適切
にこれを使用しなければならない。
4　議会は、議員から提出を受けた政務調
査費収支報告書その他の関係資料を積極
的に公表するものとし、市民から請求が
あるときは、当該議員は、その使途内容
について説明しなければならない。
5　政務調査費について必要な事項は、別
に条例で定める。
【解説】　本条は、議員の政務調査費について、議
員を対象としてこれを設けることを定め、政務
調査費について、その額の適切な設定、使途基
準に従った使用、政務調査費収支報告書等の関
係資料の公表、市民からの請求に応じた使途内
容の説明義務を定めています。なお、ここでは、
基本事項のみ定め、詳細なしくみは、別に条例
で定めることとしています。
　（議員報酬等の原則）
第26条　議員の議員報酬及び手当等（以
下、「議員報酬等」という。）は、社会情
勢や財政状況、類似する他市との均衡及
び議員の職務内容並びに活動状況等を勘
案して定められなければならない。
2　議会は、議員の議員報酬等の改定を行
うときは、公聴会制度の活用等により、
市民及び有識者の意見を聴取し、その
意見を反映するよう努めなければならな
い。
3　議員の議員報酬等について必要な事項
は、条例で別に定める。
【解説】　本条は、議員の報酬等のあり方と、
その改定を民主的に市民参加の中で行うこ
とを定めます。議員報酬は、議員のあり方
を大きく左右する要素です。
　　第1項は、市町村議会の議員は、明治時代以
来、地方自治法が定められた昭和22年までは、
報酬のない名誉職とされてきました。諸外国で
は欧米ともに、基本的に報酬はないものが普通
です。しかし、日本では、戦後地方自治法が制
定されたとき、地主や企業家などの資産家でな
くても議員になれるように、議員報酬を出せる
ことが定められました。市町村議会は、戦前と
は比較にならないほど活動量が増えており、市
におけるその役割は大変重要性が増していま
す。そうした状況からすれば、たしかに名誉職
と決めつけて無報酬にするのは実情に合わない
かもしれません。とはいえ、議会は、報酬を条
例で自ら決定できる立場にあるため、その適正
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な報酬等の金額については、己を厳しく律して
定めるようにすべきです。そこで、その適正な
議員の議員報酬及び手当等の額その他の条件に
ついては、社会情勢や財政状況、類似する他市
との均衡及び議員の職務内容並び活動状況等を
勘案して定められなければならないことを定め
ます。なお、議員定数のあり方と議員報酬等を
結びつけるのは、おかしな議論といえます。
　　第2項は、議会が議員の議員報酬等の改定を
行うとき、公聴会制度の活用等により、市民や
有識者の意見を聴視し、その意見を反映するよ
う努めなければならないとしました。
　　第3項は、議員報酬等の詳細は、別に条例で
定めることとするものです。
　（議員の研修体制の充実強化）
第2７条　議会は、議員の政策提言、政策
立案、調査活動能力の向上に資するため
の専門的研修等の充実強化に努めなけれ
ばならない。
2　議員は、常に自己研鑽に努め、議員と
しての資質向上を図るため、自ら研修に
参加するよう努めなければならない。
【解説】　本条は、議会が、議員の能力を高めるた
めに、研修体制を充実し、議員は、自己研鑽だ
けでなく、研修に率先して参加する努力義務が
あることを定めるものです。議員となった市民
は、その知識能力は様々でしょうが、一般的に
は、政策立案、条例案の作成、行政への調査活
動のために必要な専門的な知識があって選ばれ
るというわけではありません。あくまで住民の
選んだ住民としての代表なのです。これに対し
て、議員が身につけるべき立法、行政等の知識
は相当のものとなります。また、その時々に生
起する社会問題に対して的確な知識を得る必要
があります。こうした知識能力については、議
会が積極的に研修を行うことで提供すること
が、議会活動全体の活性化に必要なことだと考
えられるため、ここにその研修機会を設けるこ
とを、議会の努力義務として定めたものです。
第７章　議会の補助的機構
　（議会事務局）
第28条　議会に議会事務局を置く。
2　市は、議会事務局の拡充強化に努める
ものとする。
3　議長は、議員による政策立案や調査立
法活動を補佐することができるよう、法
制執務能力を有する職員の配置に努めな
ければならない。
4　議会は、議会改革及び議会事務局の拡
充整備のために必要な予算の確保に努め
なければならない。
【解説】　本条は、議会事務局の設置及びその整備
について定めます。市町村議会においては、議
会事務局の設置は、議会を設置する旨を定めた
条例で行われます。その条例は、議員立法とし
て行うものとされています。その設置は、市長
の組織権から独立したものと考えられますが、
法第138条第2項には、誰が設置するかという
主語が省かれています。むずかしいところです
が、条例で置いたのですから、それは市が議
会の中に置いたと考えるのがよいのではないで
しょうか。
　　ただし、職員の任免権は、市長ではなく議長
にあり、また事務局長は議長の命に服し、その
他の職員は事務局長の命によってその事務に従
事します。
　　第2項は、議会事務局を拡充強化するよう努
めることを定めています。その理由は、議会活
動を活性化するためには、これを事務的に補佐
する機関である議会事務局が充実していること
が必要だからです。事務局がないと、合議体と
いうものは形骸化することが多いのです。
　　第3項は、市は、議員が政策立案や調査立法
活動を充分に行えるように、法制執務能力を持
つ職員を議会事務局に配置するように努めるこ
とを定めます。従前から、条例案などの議案の
ほとんどは、市長が提案したものですが、本来
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期待されているのは、議員があるべき市政の実
現のために政策を立案し、それを条例案にまと
め、議会に提出して、議会で議論をして条例と
して成立させるような事例が増えていくことで
す。そうした主体的な議員活動の障害となって
いるのは、こうしたスタッフが議会に配置され
ていないということです。本当に議会が活性化
するためには、こうした専門的な職員が議員を
補佐することが必要といえます。
　　第4項は、議会が、議会改革及び議会事務局
の拡充整備のために必要な予算の確保に努めな
ければならないことを定めます。これは、人と
仕組みを整備するためには、それに応じた予算
が必要だからです。
　（議会図書室の整備）
第2９条　議会は、議会図書室を設置する
とともに、これを議員のみならず市民、
市職員の利用に供するものとする。
2　議会は、議員の調査研究に資するため、
法が義務づけたものの他、市政に関連す
る情報をできるかぎり収集し、議員の用
に供さなければならない。
3　議会図書室の管理等については、別に
定める。
【解説】　本条は、地方自治法第100条第12条によっ
て設置が義務づけられている議会図書室につい
て、独自の内容を定めるものです。
　　法は、議員の調査研究に資するため、官報、
県公報及び刊行物を保管するとしているだけで
すが、議会活動に資する資料は本来広範囲に存
在します。ここでは、市政に関する基礎資料を
できる限り収集し、議員のみならず、市民及び
市の職員の利用に供する施設とします。
第８章　議会改革
　（議会改革）
第30条　議会は、議会改革を継続的に取
り組み、かつ、確実に推進するよう努め
なければならない。
2　議会は、議長の諮問に基づき議会改革
の取り組みを行うため、議員で構成する
議会改革推進協議会を設置し、協議を行
うものとする。
3　議会改革推進協議会の組織及び運営等
は、別に定める。
【解説】　議会改革は、継続的に議会改革に取組み、
これを確実に推進する必要があるものです。そ
のため議会に議会改革に関する努力義務を課し
ます。また、議長の諮問機関として、議員で構
成する議会改革推進協議会を設置します。
第９章　最高規範性及び見直し手続き
　（最高規範性）
第3１条　この条例は、本市において、議
会に関する最高規範である。
2　議会及び議員は、他の議会に関する条
例、議会規則等の制定改廃及び解釈に当
たっては、この条例の趣旨を尊重し、こ
の条例の制定事項との整合性を図らなけ
ればならない。
3　議会は、一般選挙による議員の新たな
任期の開始後、速やかにこの条例の内容
に関する研修を行わなければならない。
【解説】　本条例が、小山市において、議会に関す
る最高規範性を持っていること、そしてそれが
適切に見直されていくようにその手続きを定め
るものです。
　　第1項は、議会に関する最高規範であること
を定めます。これは、数多く制定されている議
会に関する条例、議会規則等の法規の根本とな
る規範を定めている基本条例であるという意味
です。法秩序の構成原理の上では、現行の法制
度の下では、他の条例とは対等の関係にありま
すから、これと抵触する他の法規があったとし
てもそれを当然に排除するわけではありませ
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ん。しかし、他の条例、規則等の制定改廃及び
その解釈に当たっては、この議会基本条例の趣
旨を、特に、第2項において定めているように、
議会及び議員は、これを尊重しなければならず、
この条例の制定内容との整合性を図っていかな
ければならない義務を負います。
　　第3項は、本条例の議会における重要性に照
らし、一般選挙による議員の新たな任期の開始
後、速やかにこの条例の内容に関する研修を行
い、その情報の周知を図らなければならないこ
とを定めています。
　（見直し手続き）
第32条　議会は、この条例の目的が達成
されているかどうかを、随時検証するも
のとし、検証の結果、制度の改善が必要
な場合には、この条例改正を含めて適切
な措置を講ずるものとする。
【解説】　本条例は、議会と議員の活動が活性化し、
市民の代表として充分な役割を果たせるように
するものですから、その第1条に掲げた目的が
実現するよう、その実効性について、随時検証
していく必要があります。また、その検証の結
果改善すべき点については、改正等の適切な措
置を講じていく必要があります。本条は、その
見直し手続きを定めるものです。
附則
　（施行期日）
　この条例は、公布の日から施行する。
